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佐久医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：126床 

２ これまでの協議の経過 

・医療圏内の各病院の現状及び病床変更について 

・公的医療機関等 2025プラン、新公立病院改革プラン及び具体的対応方針の調査結果の共有 

・隣接医療圏との連携状況 

 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

  ・在宅医療のニーズの増加に対する訪問診療を行う医師の確保に向けた、医療、介護の関係機関

等の連携強化 

  ・佐久医療センターを三次医療機関とした連携 

   

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること 

・圏域内での回復期機能の不足 

  ・精神科救急の受入れ体制の整備 
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病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 

（単位：床） 

資料３ 
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上小医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：143床（うち H30.10.1介護医療院へ転換 97床） 

２ これまでの協議の経過 

・新公立病院改革プラン及び公的医療機関等 2025プランの共有 

・公立・公的以外の医療機関の具体的対応方針の共有 

・信州上田医療センターの現状と非稼働病棟の運用見込みに関する計画 

・公的医療機関等の再編（東御市民病院と鹿教湯三才山リハビリテーションセンターの再編・ネッ

トワーク化）に係る協議の状況報告 

 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

  ・信州上田医療センター等の急性期を脱した入院患者に対応する医療機能の役割分担 

  ・公的医療機関等の再編による連携・ネットワーク化 

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること 

  ・二次救急医療体制の充実・維持に関する課題と取組 

  ・緩和ケア病床等の新たな医療機能の整備 

  ・医療従事者などの医療資源の確保 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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諏訪医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：６床 

２ これまでの協議の経過 

・在宅医療アンケート集計結果について(第４回) 

・諏訪圏域における増床計画の調整について（第４回） 

・在宅医療に係る「医療と介護の連携」等に関する取組の情報共有（第７回） 

 

(県統一テーマ) 

・地域医療構想について（第１～３回） 

・保健医療計画について（第４回、第５回） 

・新公立病院改革プラン及び公的医療機関等 2025プランについて（第５回） 

・諏訪医療圏の医療提供実績について（第６回） 

・公立・公的医療機関以外の 2025年に向けた具体的対応方針の調査結果について（第７回） 

 

３ 今後の課題・方向性 

 ・諏訪医療圏における病床（療養病床等）の調整 

 ・在宅医療の充実 

医療と介護の連携、病診連携等に関する課題整理及び検討・情報共有 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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上伊那医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数

 
（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：114床 

２ これまでの協議の経過 

・当医療圏の医療提供体制 

・新公立病院改革プラン、公立・公的医療機関以外の医療機関の具体的対応方針の共有 

・各病院における病床数、種別の変更や改築などの動向 

・医療と介護の連携に係る取組 

 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

  ・公立３病院と私立４病院がそれぞれ機能分担し、開業医と共に地域医療を担っている地域 

・在宅医療を担う開業医の不足や高齢化、介護と連携した在宅医療の提供が課題 

・「人生会議」の普及を含め、医療と介護の連携が顔の見える関係のなかで進められるよう各 

機関の取組を促進 

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること 

  ・人口当たりの病床数や医師・看護師数が県内最小の状況が改善される見込みが乏しい中、 

病床数の議論が先行するのではなく、医療従事者の確保を最重点課題として取り組む必要があ

る。    
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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飯伊医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

 （参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：224床 

２ これまでの協議の経過 

・新公立病院改革プラン・公的医療機関等 2025プランについて共有。 

・民間病院の具体的対応方針について共有。 

 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

  ・長野県独自の病床機能区分の定量的な基準の導入が必要。 

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること 

  ・地域医療介護総合確保基金を利用した飯伊地域の周産期ネットワークについて共有。 

  ・飯伊医療圏の今後の課題について共有 

休日・夜間の救急医療に関する課題・郡部の診療所の存続について等。 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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木曽医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

※対応方針の病床数は運用ベースのもの。 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：24床 

２ これまでの協議の経過 

○木曽医療圏の医療提供体制とその課題について 

・木曽病院の現状と取組（第２期中期計画、病床再編（地域包括ケア病棟の設置）など） 

・木曽南部地域の受療動向、岐阜県中津川市の病院事業改革（坂下病院の機能縮小、診療所化） 

・木曽病院への受診支援（地域振興バス・乗合タクシーの運行など） 

・医療従事者確保対策（医師派遣事業など） 

・診療所医師の高齢化、後継者問題 

・へき地医療対策（補助制度など） 

・救急医療、在宅医療、歯科医療 

・医療・介護の体制整備に係る協議、地域包括ケア体制の現状 

３ 今後の課題・方向性 

（１）医療従事者の確保 

  ・国・県への働きかけ、要望 

→一定の強制力を持った医師少数区域への医師配置、偏在解消措置が必要 

  ・信州大学、自治医科大学との連携強化 

  ・地域医療人材拠点病院が存在しない地域への医療従事者派遣の仕組みづくり 

（２）木曽病院の維持・充実 

  ・医療従事者の高齢化、疲弊→常勤職員の速やかな確保 

  ・施設・設備の更新・充実 

（３）住民への啓発 

  ・救急受診方法の啓発（パンフ作成）、木曽病院受診への支援 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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松本医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床のうち、介護保険適用病床：58床 

２ これまでの協議の経過 

・長野県地域医療構想策定（H28）、第７次長野県保健医療計画策定（H29①）についての意見交換 

・新公立病院改革プラン・公的医療機関等 2025プランの情報を共有（H29②） 

・医療圏における医療機能の転換、整備を計画する病院の申出についての情報共有、意見交換（丸

の内病院緩和ケア病棟整備、松本中川病院、一之瀬脳神経外科病院及び藤森病院の回復リハビリ

期病棟新設、上條記念病院の介護医療院開設等）（H29②、H30①） 

・地域医療構想調整会議の部会として、「病院・有床診療所部会」および「病床・医療機能等検討

部会」を設置（H30①） 

・民間病院の具体的対応方針について情報を共有（H30②） 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

・三次医療を担う信大病院、県立こども病院の全県的な役割や他圏域から急性期患者を多く受入れ

ていることなどから、基準病床や病床数の必要量に沿って拙速に病床を減らすことは、県全体の

医療への影響が大きく慎重であるべき。したがって、当圏域の病床機能等については、単一医療

圏での調整には限界があり、全県単位での検討が必要。 

・現状では、各病床機能は概ね圏域内で完結できている。上小圏域へ回復期の一部が流出している

が、圏域内で地域包括ケア病床への転換や回復期病床の増床が進められていることから、今後は

圏域内で対応可能となることが期待される。 

・今後の高齢化に伴う疾病構造の変化に対応するため、病床機能ではなく疾病単位での連携の明確

化が必要。 

・急性期後患者に係る急性期病院と慢性期病院間の連携については、医療機関ごとに構築されてい
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病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 

（単位：床） 
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る。しかしながら、急性期病院における地域包括ケア病棟への転換や回復期病棟の新設などによ

る慢性期病院への転院患者の減少や慢性期病院における勤務医師の高齢化による将来的な医師確

保の課題など地域における慢性期病院の維持に懸念がある。 

・在宅や介護施設等に入所する患者の入院治療が必要になった際（サブアキュート）の連携が不明

確。 

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること 

・医師、看護師等の人材確保を課題とする病院が多い。各病院の機能を明確にした上で、信州大学

医学部や地域医療人材拠点病院である相澤病院と連携を図り、地域として医師確保を進めること

が必要。 
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大北医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：９床 

２ これまでの協議の経過 

 〇大北医療圏の医療体制と課題 

・病床数の削減及び必要病床数について 

・産科医療、在宅医療及び救急医療の充実 

 ・医療と福祉の連携 

・在宅介護について 

・大北構想区域推進方針について 

・医師確保対策について 

・保健医療計画について（第４回、第５回） 

 

３ 今後の課題・方向性 

 （１）大北医療圏の病床数について 

   ・市立大町総合病院の減床に伴う病床数の必要量の検討 

 （２）医療人材の確保 

   ・地域医療人材拠点病院支援事業による医師派遣について 

   ・現地機関での取り組み 

   ・医師少数区域への優先的配置 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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長野医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：159床 

２ これまでの協議の経過 

・主な疾病・事業別の患者流出状況を踏まえると、当圏域については概ね圏域内で完結できてい

るが、小児医療と回復期リハビリについては一部流出が見られる。 

  ・当圏域では急性期医療については恵まれた状況にあり、大きな課題の指摘はない。 

  ・救急については、消防のメディカルコントロールによる搬送・受入体制が概ね確立されており、

受入は円滑に行われている。 

・夜間の初期救急等については、夜間急病センターへの人的支援等により、各医師会としても協

力ができている。 

・急性期で処置が必要になった患者については、比較的早期に紹介元の医療機関に逆紹介するな

どの連携ができている（回復期との連携）。 

・（がんなどについて）診断可能な医療機関による診断確定後、治療施設に紹介し治療を行う連携

ができている。 

・在宅医療推進の方針が出ている中、介護施設の不足や介護職、看護職の人材不足、在宅医療を

担う医師や医療機関等の負担など様々な課題があり、全体としては在宅移行が困難な状況にあ

る。 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 
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３ 今後の課題・方向性 

【機能分化・連携に関すること】 

・当医療圏内で急性期・回復期などの機能による役割分担をしっかりとしていくことでより良い医

療が提供できる。 

・高齢化に伴う疾病構造の変化を見据える中で、病床機能だけではなく、疾病あるいは診療分野ご

との各医療機関の機能分担、連携の方向性についての明確化が必要。 

・病床機能報告の判断基準は、医療現場で受け入れやすい定義が必要。 

・回復期の充実を図る必要がある。 

・救急医療を維持するためには、看取りを含めた在宅医療の充実が必要である。 

・高齢化が進むことで、在宅や施設での看取りが多くなる。地域住民が、安心して地域で最期を迎

えられるような観点で体制を構築する必要がある。 
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北信医療圏地域医療構想調整会議の進捗状況 

 

１ 病床の機能区分ごとの病床数 

 

（参考）平成 30年の慢性期病床の内、介護保険適用病床：17床 

２ これまでの協議の経過（医療機能転換、介護医療院への移行、病院再編・建替（予定含む）） 

・北信総合病院  平成 26年 10月から療養病床（38床）開始 

 平成 31年４月から休床の 26床を減し、許可病床数 375床の予定（圏域許可病床計 715床予定） 

・飯山赤十字病院 平成 27年６月から療養病床（44床）開始    （圏域療養病床計  99床） 

３ 今後の課題・方向性 

（１）機能分化・連携に関すること 

・ 人口減少が進む中、北信圏域の中核的な病院である北信総合病院と他の病院との役割分担を

考える必要がある。 

・ 療養病床が H26以降に 82床整備されたため、慢性期は圏域内で対応できるようになってきた

と思われる。 

（２）その他、地域の医療提供体制に関すること(地域の課題と課題に対する独自の取組について) 

・ 北信総合病院と飯山赤十字病院の病床稼働率は、夏場は 75％程度、冬場は 95％を越えること

もあり、時季によって大きく異なることを踏まえて病床数の必要量を考える必要がある。 

・ 高い高齢化と中山間地域が多く占め、また、特別豪雪地帯を抱える中で、在宅医療の確保が

容易ではない。 

・ 圏域内での医療提供体制と救急医療体制を確保するためには、整形外科の充実が不可欠。 

・ 産婦人科や小児科などは、医療圏内でおおむね対応できている。整形外科や血液内科など他

の医療圏に流れている診療科もある。 

・ 医療従事者数は、人口 10万人当たり医師が、161.5人（県平均 226.2人）、看護師が 988.7人

（県平均 1,028.5人）と県平均を下回っており、医療従事者の確保が課題。（H28.12.31現在

厚生労働省） 
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（単位：床） 

病床機能報告結果（稼働病床数） 許可病床数 対応方針 病床数の必要量 

高度急性期 

急性期 

回復期 

慢性期 

一般病床 

療養病床 


